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Chapter 13

退職後給付の会計

GLOBAL ACCOUNTING



本章の目的

• 企業の事業活動に貢献する従業員の退職後給付の会
計について、以下の点を理解する。

• 退職後給付の種類

• 確定給付制度における正味退職給付負債の意味

• 確定給付制度における確定給付債務および退職給付
費用の認識と測定方法

• 財政状態計算書に計上される正味退職給付負債が何を
表しているかを理解することで、財政状態計算書が何を表
そうとしているかが明らかになる。
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•従業員給付(employee benefits)の種類
① 短期従業員給付(short-term employee benefits)
② 退職後給付(post-employment benefits)
③ 解雇給付(termination benefits)
④ その他の長期従業員給付(Other Long-term 

Employee Benefits)

•退職後給付
• 雇用関係の終了後に支払われる従業員給付であり、解雇給
付および短期従業員給付を除いたもの

• 具体例には、 （ ）、 （ ）、退職後
生命保険、退職後医療給付等

SEC.1 退職後給付の意味
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退職後給付の会計基準の発展
• 1800年代後半より、アメリカにおいて、

• 労働組合(labor union)の発展 ⇒ 労務管理の手段

• 課税政策への対応 ⇒ 租税回避(tax evasion)の手段

• 年金制度(pension plan)が発展

• インフレーション(inflation)の進行 ⇒ 実質の給付額が減少

• 企業の倒産(bankruptcy)、 等

• 年金受給の問題の発生

• 従業員退職所得保障法(The Employee Retirement Income 
Security Act of 1974, ERISA)（略称、エリサ法）の制定

⇒ 年金受給権の保護

• 退職後給付の会計基準の発展

• 企業における年金負債(pension liability)の負債性の明確化
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退職後給付の会計基準
企業活動による（ ）の創出に貢献する従業員給付に関
して、将来支払われる退職後給付を（ ）として認識および測
定することで、情報利用者の意思決定に有用な情報提供を行う。



SEC.2 退職後給付制度の分類

•退職後給付制度(post-employment benefit plans)

• 企業が従業員に対して、退職後給付を支給する正式または非公式の取り
決め(arrangements)

•退職後給付制度の分類

① （ ）制度(defined contribution plans)

• 企業が一定の掛け金を別個の基金（企業）に支払い、もし基金が従業
員の当期および過去の期間の勤務に関連するすべての従業員給付を支払
うために十分な資産を保有していない場合に、企業はさらに掛け金を支払う
べき法的債務または推定的債務(constructive obligation)を有しない
退職後給付制度

② （ ）制度(defined benefit plans)

• 確定拠出制度以外の退職後給付制度
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Case Account

①
(a)

支払った掛け金＜拠出すべ
き金額

不足分を（ ）（未払
費用）処理

①
(b)

支払った掛け金＞拠出すべ
き金額

超過分を（ ）（前払
費用）処理

② 支払った掛け金 （ ）処理（相手勘定
は負債）

SEC.3 確定拠出制度の認識および測定

• 報告企業(reporting entity)の

各期の債務

• 企業は、従業員の勤務と交換に拠出すべき金額を、以下のように認識
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確定拠出制度に支払うべき
掛け金

（（ ））
(contribution payable)



SEC.4 確定給付制度の認識および測定
• 数理計算上の仮定(actuarial assumptions)を用いて、債務および費
用を以下のように認識
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積立（ ）(deficit)

または積立（ ）
(surplus)を算定

制度資産＜積立不足
＝確定給付（ ）
制度資産＞積立超過

＝確定給付（ ）

• 数理計算上の技法＝
（ ）方式
(projected unit credit method)を利用

• 確定給付債務の割引計算＝確定給付債
務の現在価値および当期勤務費用
(current service cost)の算定

• 確定給付債務の（ ）か
ら、（ ） (plan assets)
の公正価値を控除

（ ） (profit or loss)

に認識すべき金額を算定

（ ）(OCI)

に認識すべき、正味確定給
付負債の再測定額の算定

• （ ）費用
• （ ）費用(past service 

cost)および清算損益
• 正味確定給付負債の正味（ ）額

• （ ）上の差異
• （ ）に係る収益
• 資産上限額の影響の変化額



CASE STUDY 13-1：正味確定給付負債と退
職給付費用

下記の【資料】に基づいて、 X2年度末の正味確定給付負債とX2年度に
認識する退職給付費用を計算しなさい。
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（単位：千円）

増加制度資産
期待運用収益

=1,000×3%＝30

当期勤務費用＝
200

増加確定給
付債務

利息費用＝5,000×

3%＝150

×1年度末制度資

産=1,000

×1年度末確定給

付負債＝5,000

期待運用収益
=1,000×3%＝30

当期勤務費用＝
200

利息費用＝5,000×

3%＝150

退職給付費用＝正味確定給付負債増
加分＝320

×2年度末制度

資産＝1,030

×1年度末正味確定給付負債＝4,000
×2年度末確

定給付債務
＝5,350

×2年度末正味確定給付負債＝4,320

【資料】

• X1年度末確定給付債務：
5,000千円

• X1年度末制度資産：
1,000千円

• X2年度の勤務費用：

200千円

• 優良社債の市場利回り：
3%



• 退職給付見込額の勤務期間への帰属

• （ ） (the plan’s benefit formula)に基づいて行わ
れる。

• ただし、後期の年度における従業員の勤務が、初期の年度より著しく高い
水準の給付を生じさせる場合には、給付は（ ）法(straight-
line basis)により、制度の下での給付が最初に生じた日から、昇給を除
いて、制度の下での重要な追加の給付が生じなくなる日までの期間に帰
属させる。

• 数理計算上の仮定で用いる割引率(discount rate)

• 報告期間の末日における（ ） (high quality 
corporate bonds)の市場利回り(market yields)を参照して決定す
る。

• そのような債券について活発な市場が存在しない国では、 （ ）
(government bonds)の市場利回りを使用する。

• 過去勤務費用

• 制度改訂または縮小により生じた確定給付制度債務の
（ ）の変動である。
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CASE STUDY 13-2：給付の勤務期間への帰属

• 以下のCase1およびCase2について、表の各勤続期間に帰属させる給付
の金額を示しなさい。

（Case1）X社では、従業員が10年超20年未満の勤務の後に退職する
場合には、1,000千円の給付を支給し、20年以上の勤務の後に退職
する場合には、さらに500千円の給付（合計15,000千円）を支給す
る（最長30年以下） 。

（Case2）Y社では、従業員が10年超20年未満の勤務の後に退職する
場合には、400千円の給付を支給し、20年以上の勤務の後に退職す
る場合には、さらに1,100千円の（著しく高い）給付（合計15,000
千円）を支給する（最長30年以下） 。

• 【解答・解説】
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（単位：千円）

勤続年数 超 以下 超 以下 超 以下 超

Case 1年 10年 10年 20年 20年 30年 30年

Case 1 各年　0 15,000

Case 2 各年　0 15,000

各年　0

各年　0

給付合計額

各年　1,000

各年　750

各年　500

各年　750



CASE STUDY 13-3：確定給付負債と当期勤務
費用の測定

• X社では、確定給付制度を採用しているが、給付に関する外部積み立てを
行っていない。以下の【資料1】～【資料3】に基づいて、年齢の異なるAおよ
びBの当期末における確定給付負債と当期勤務費用を計算しなさい。

【資料1】 AおよびBの条件は、以下のとおりである。
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A B

入社年齢 22歳 22歳

現在年齢 28歳 29歳

現在の勤続年数 6年 7年

退職年齢（定年）*1) 60歳 60歳

退職時の給与（予想） 400,000円 400,000円

退職時までの勤続年数 38年 38年

退職時までの（残り）勤務年数 32年 31年



【資料2】 勤続期間と支給倍率は、以下のとおりである（抜粋）。

【資料3】 優良社債の市場利回りは2%とする。割引係数*1)は、以下のとおり
計算される（抜粋）。

• *1) （1 +割引率）年数

【解答・解説】

• 確定給付債務＝退職一時金×現在の支給割合÷割引係数

• 当期勤務費用＝退職一時金×前年度からの支給倍率の増加率÷割引係
数
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年数（年） 1 ～ 30 31 32 33 34 35 36 37 38

割引係数*1) 1.02 ～ 1.81 1.85 1.88 1.92 1.96 2.00 2.04 2.08 2.12

勤続期間（年） 1 ～ 5 6 7 8 9 10 ～ 35 ～ 38

支給倍率 1 ～ 1 2 3 4 5 6 ～ 32 ～ 32



• 【資料1】～【資料3】より

• 確定給付負債

A 12,800,000 ×2/32 ÷ 1.88 ＝ 424,507 円

B 12,800,000 ×3/32 ÷ 1.85 ＝ 649,495 円

• 当期勤務費用

A 12,800,000 ×（2-1）/32 ÷ 1.88 ＝ 212,253 円

B 12,800,000 ×（3-2）/32 ÷ 1.85 ＝ 216,498 円
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A B

現在の支給倍率 2 3

退職時の支給倍率 32 32

割引係数 1.88 1.85

退職一時金（予想） 400,000円×32＝

12,800,000円

400,000円×32＝

12,800,000円



SEC.5 未認識項目の会計処理

• 未認識数理計算上の差異のリサイクリング禁止の理由

• 数理計算上の差異が従業員ごとに管理されていることから、損益への認識に
関連して従業員ごとに把握することは極めて困難であり、

• その結果、経営者の（ ）が介入する可能性が指摘されるから
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未認識項目 会計処理

未認識数理計算上の差異 （ ）
(OCI)に計上
（ ）禁止

未認識過去勤務費用 （ ）
(OCI)に計上せず、
当期（ ）に計上

*1) 日本では、OCIに含めて、リサイクリングする。


